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１．改正の経緯 
航空機騒音に係る環境基準の改正について、中央環境審議会より平成 19

年６月 27 日に答申がなされたところであり、これを受け、平成 19 年 12 月

17 日付けで告示の一部改正を行った。 
 

２．改正の概要 
（１）改正の理由 
我が国の航空機騒音に係る環境基準の評価指標はＷＥＣＰＮＬを採用し

ているが、近年、騒音測定機器が技術的に進歩したこと、また、諸外国の動

向をみると、Ｌｄｅｎ等のエネルギー積分を行う評価指標が採用されているこ

とから、現状に適した新たな評価指標を採用するもの。 

（２）改正の骨子 
①評価指標について 
現行のＷＥＣＰＮＬからエネルギー積分を行う評価指標であるＬｄｅｎへ変

更した。 
②基準値について   
 現行基準レベルの早期達成の実現を図ることが肝要であり、騒音対策の継

続性も考慮し、現行の基準値に相当する値とした。 
地域の類型 新基準値 

Ⅰ Ｌden 57 デシベル以下 
Ⅱ Ｌden 62 デシベル以下 

（注）Ⅰをあてはめる地域は専ら住居の用に供される地域とし、Ⅱをあてはめる地域はⅠ以外の地域
であって通常の生活を保全する必要がある地域とする。 

③小規模飛行場について 
 1 日の平均離着陸回数が 10 回以下の飛行場についても適用対象とした。 
④施行日について 
 関係省及び地方公共団体における測定体制の整備等に配慮し、次の期日と

した。 
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（模式図） 
 
 
 
【これまでの WECPNL 方式】  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【新たなLden方式】 
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Ａ特性騒音レベルの最大値(LA,Smax)に基づく

評価、継続時間20秒の三角近似 

航空機関連騒音も含めた騒音の総暴露量
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（別添） 
時間帯補正等価騒音レベル（Ｌｄｅｎ）について 

 

夕方の騒音、夜間の騒音に重み付けを行い評価した 1 日の等価騒音レベル。 
評価については、算式アにより 1 日ごとのLdenを算出し、全測定日のLdenについて、算

式イによりパワー平均を算出する。 
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(注) ｉ、ｊ及びｋとは、各時間帯で観測標本のｉ番目、ｊ番目及びｋ番目をいい、

ＬＡＥ,ｄｉとは、午前７時から午後７時までの時間帯におけるｉ番目のＬＡＥ、ＬＡＥ,ｅｊ

とは、午後７時から午後 10 時までの時間帯におけるｊ番目のＬＡＥ、ＬＡＥ,ｎｋとは、

午前０時から午前７時まで及び午後 10 時から午後 12 時までの時間帯におけるｋ

番目のＬＡＥをいう。また、Ｔ０とは、規準化時間（１秒）をいい、Ｔとは、観測１

日の時間（86400 秒）をいう。 
 
算式イ 
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(注) Ｎとは、測定日数をいい、Ｌｄｅｎ,ｉとは、測定日のうちｉ日目の測定日のＬｄｅｎ

をいう。 
 

（参考） 
 国際的には、LdenはEU 指令において採用されているとともに、フランス、デンマーク

等多くの国が採用している。また、等価騒音レベルを基本とした類似の指標については、

アメリカ、オーストリア等が採用している。 
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航空機騒音に係る環境基準について 

昭和48年12月27日 

環境庁告示第154号 

 

沿革 平成５年10月28日 環境庁告示第91号 
平成12年12月14日号外 環境庁告示第78号 
平成19年12月17日 環境省告示第114号 

 

 

公害対策基本法（昭和42年法律第132号）第９条の規定に基づく騒音に係る環境上の条

件のうち、航空機騒音に係る基準について次のとおり告示する。 

    航空機騒音に係る環境基準について  

環境基本法（平成５年法律第91号）第16条第１項の規定に基づく騒音に係る環境上の条

件につき、生活環境を保全し、人の健康の保護に資するうえで維持することが望ましい航

空機騒音に係る基準（以下「環境基準」という。）及びその達成期間は、次のとおりとす

る。 

第１ 環境基準 

１ 環境基準は、地域の類型ごとに次表の基準値の欄に掲げるとおりとし、各類型をあ

てはめる地域は、都道府県知事が指定する。 

地域の類型 基準値 
Ⅰ 57 デシベル以下 
Ⅱ 62 デシベル以下 

（注）Ⅰをあてはめる地域は専ら住居の用に供される地域とし、Ⅱをあてはめる地域は

Ⅰ以外の地域であって通常の生活を保全する必要がある地域とする。 
 ２ １の環境基準の基準値は、次の方法により測定・評価した場合における値とする。 
  (1) 測定は、原則として連続７日間行い、騒音レベルの最大値が暗騒音より 10 デシ

ベル以上大きい航空機騒音について、単発騒音暴露レベル（ＬＡＥ）を計測する。

なお、単発騒音暴露レベルの求め方については、日本工業規格 Ｚ 8731 に従うも

のとする。 
  (2) 測定は、屋外で行うものとし、その測定点としては、当該地域の航空機騒音を代

表すると認められる地点を選定するものとする。 
  (3) 測定時期としては、航空機の飛行状況及び風向等の気象条件を考慮して、測定点

における航空機騒音を代表すると認められる時期を選定するものとする。 
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  (4) 評価は、算式アにより１日（午前０時から午後 12 時まで）ごとの時間帯補正等

価騒音レベル（Ｌｄｅｎ）を算出し、全測定日のＬｄｅｎについて、算式イにより

パワー平均を算出するものとする。 
算式ア 
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(注) ｉ、ｊ及びｋとは、各時間帯で観測標本のｉ番目、ｊ番目及びｋ番目をい

い、LAE,di とは、午前７時から午後７時までの時間帯におけるｉ番目の LAE、

LAE,ejとは、午後７時から午後10時までの時間帯におけるｊ番目のLAE、LAE,nk

とは、午前０時から午前７時まで及び午後 10 時から午後 12 時までの時間帯

におけるｋ番目の LAEをいう。また、T0とは、規準化時間（１秒）をいい、

T とは、観測１日の時間（86400 秒）をいう。 
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(注)  N とは、測定日数をいい、Lden,i とは、測定日のうちｉ日目の測定日の

Ldenをいう。 
  (5) 測定は、計量法（平成４年法律第 51 号）第 71 条の条件に合格した騒音計を用い

て行うものとする。この場合において、周波数補正回路はA 特性を、動特性は遅い

動特性（SLOW）を用いることとする。 
  
３ １の環境基準は、１日当たりの離着陸回数が 10 回以下の飛行場であって、警察、

消防及び自衛隊等専用の飛行場並びに離島にある飛行場の周辺地域には適用しない

ものとする。 

 

第２ 達成期間等 

１ 環境基準は、公共用飛行場等の周辺地域においては、飛行場の区分ごとに次表の達

成期間の欄に掲げる期間で達成され、又は維持されるものとする。この場合において、

達成期間が５年をこえる地域においては、中間的に同表の改善目標の欄に掲げる目標

を達成しつつ、段階的に環境基準が達成されるようにするものとする。 
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飛行場の区分 達成期間 改善目標 

新 設 飛 行 場 

直ちに 

 

既

設

飛

行

場 

第三種空港及びこ

れに準ずるもの 

第 二 種 空 港

（福岡空港を

除く） 

Ａ ５年以内  

Ｂ 

10 年以内 

 ５年以内に、70 デシベル未満と

すること又は 70 デシベル以上の

地域において屋内で 50 デシベル

以下とすること。 
成田国際空港 

第一種空港（成田

国際空港を除く。）

及び福岡空港 

10 年をこえる

期間内に可及的

速やかに 

１ ５年以内に、70デシベル未満

とすること又は70デシベル以上

の地域において屋内で50デシベ

ル以下とすること。 

２ 10 年以内に、62 デシベル未

満とすること又は 62 デシベル

以上の地域において屋内で 47
デシベル以下とすること。 

備考 

 １ 既設飛行場の区分は、環境基準が定められた日における区分とする。 

 ２ 第二種空港のうち、Ｂとはターボジェット発動機を有する航空機が定期航空運送

事業として離着陸するものをいい、ＡとはＢを除くものをいう。 

 ３ 達成期間の欄に掲げる期間及び改善目標を達成するための期間は、環境基準が定

められた日から起算する。 

２ 自衛隊等が使用する飛行場の周辺地域においては、平均的な離着陸回数及び機種並

びに人家の密集度を勘案し、当該飛行場と類似の条件にある前項の表の飛行場の区分

に準じて環境基準が達成され、又は維持されるように努めるものとする。 

３ 航空機騒音の防止のための施策を総合的に講じても、１の達成期間で環境基準を達

成することが困難と考えられる地域においては、当該地域に引き続き居住を希望する

者に対し家屋の防音工事等を行うことにより環境基準が達成された場合と同等の屋内

環境が保持されるようにするとともに、極力環境基準の速やかな達成を期するものと

する。 
 


